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障害者福祉と内水面漁業の連携

森　優輝 *・竹ノ内徳人

Collaboration between Welfare for Persons with Disabilities  

and Inland Water Fishery

MORI Yuki and TAKENOUCHI Naruhito

Abstract
　As for the marine products industry, a job growth and the labor circumstances improvement 
of the new employee are needed toward development of the stable culture business now. The 
welfare industry performs an action called “Noufukurenkei” to solve this problem. This is to 
engage in agriculture as working support of the people with a disability. However, this has few 
examples reported in the marine products industry. However, an NPO corporation in Ainan town, 
Ehime Prefecture runs aquaculture business as a work support for persons with disabilities. 
When examining this case, matching between welfare and fisheries worked well. 
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1．はじめに

魚類養殖は魚価の低迷とそれに伴う経営不振
が常態化し、資金繰りの悪化や後継者の不在等
による養殖業者の廃業が相次いでいる。これに
対し、マグロなどの新規養殖魚の開発や輸入に
頼り続けているサーモンの国内生産など、わが
国の養殖業は新たな展開を見せており、輸出の
拡大、安定的な養殖経営を目指している。ただ
し、いずれの場合も資金繰りの悪化や後継者不
足等の問題を抱えているのも事実である。

今後の安定的な養殖業の発展に向け、新規就
業者の雇用の拡大や労働環境の改善と最適化が
求められる。2017 年 4 月に新たに閣議決定さ
れた「水産基本計画」においても、持続的な漁
業生産構造の確保や漁業活動を担う経営体を育
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成、支援について見直された 1）。
労働者・後継者不足の問題は農業においても

課題の一つであり、その解決の一つとして「福
祉」と「農業」が連携した「農福連携」と呼ば
れる取り組みが近年みられるようになった。福
祉分野において障がい者 2）の就労支援やうつ
病などの精神障がい者の社会復帰を行う場とし
て農作業や園芸業を取り組んでいた歴史を持
つ。厚生労働省と農林水産省が相互に協力し、

「福祉」と「農業」分野の連携促進を目的とし
た取り組みを「農福連携」と呼ぶ。

農業分野では、高齢化、後継者不足、耕作放
棄地等の課題解決のために農業法人や個人農家
が障がい者等を施設外就労や社会適応訓練とし
て受け入れており、農業の医療的・福祉的機能
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は農業政策等において重要性が増している。一
方の福祉分野では、障がい者にとって、事業
所の中ではなく、地域でひらかれた関係性のな
かで働く環境を創出する狙いもある。2016 年 6
月に、「「日本再興戦略」2016 及び「ニッポン
一億総活躍プラン」」が閣議決定され、農林水
産省からは福祉事業者に対し農業に取り組むた
め活用しやすい交付金が制度化された。また厚
生労働省でも農福連携の事業が予算化されてい
る。農業活動が、高齢者の活躍の場であり、認
知症などの介護を要する高齢者の生きがいの場
である。加えて、地域における障がい者や生活
困窮者の就労訓練や雇用、農業・農村において
も働き手の確保や地域農業の維持、地域活性化
にも繋がりが期待される。これらのことから農
福連携の事業は、より一層の推進が期待され
る 3）。
しかしながら水産業では、水産加工場等での
就業は、閉鎖的な空間で単純な作業に従事する
ようなケースは多いが、「農福連携」のような
地域との関係性や農業の諸問題を解決する手段
としての取り組んでいるケースは少ない。とり
わけ水産業の生産活動に直接的に関わるような
就労機会は少ない。また福祉分野では、障が
い者等が社会との関係性を構築するためにも就
業機会や就業内容の増加、多様化と就業支援の
充実が求められる。福祉分野と水産分野との間
で、就業のマッチングが実現することは、両者
にとって有益と考えられる。
本論では、愛媛県愛南町にあるNPO法人に
よる障がい者の就労支援として養鱒場をとりあ
げる。後述するが、経営者の高齢化を理由にし
た養鱒場の廃業に際して、同法人が事業・養鱒
場を引き継いだ。本事例が、水産分野にとって
の担い手あるいは労働力の確保に、福祉分野に
とっての障がい者支援や多様な取り組みといっ
た、双方にとっての成果を検証できると考えら
れる。
本論は、障がい者就労支援を行うNPO法人

の養鱒場経営の取り組みを対象として、水産分
野と福祉分野の連携の効果と課題、その可能性
について検討する。なお、水産業への福祉事業
の参入事例が極めて少なく、本報告では、その
基礎情報の蓄積に焦点を当て、取り上げる団体
の活動を大局的にまとめ、検討する。

2．愛媛県漁業の動向と愛南町の水産業の特徴

愛媛県は養殖生産量・額ともにトップクラス
だが、全国的傾向と同様に漁業経営体は減少傾
向にあり、また高齢化の進行と後継者不足・労
働力不足の問題が生じている。以下、現在の愛
媛県内水面漁業・養殖業と漁業就業者の動向を
分析しつつ、加えて本論の対象地区である愛南
町の地理的概要と水産業への取り組みの特徴を
整理する。

1）愛媛県内水面漁業・養殖業と就業者の動向

2013 年漁業センサスによると、愛媛県内の
内水面漁業経営体は、30 経営体である。2008
年は 42 経営体であり、5年間で 12 経営体減少
している。内水面漁業・養殖業の生産量の推移
を見てみる。愛媛県水産統計によると 1975 年
の内水面漁業の魚類漁獲量は、マス類 20 トン、
アユ 138 トン、コイ 50 トン、ウナギ 47 トン、
総計約 323 トンを水揚げしている。内水面漁業
はアユ等の漁獲を中心に、94 年の 456 トンを
ピークに、2005 年ごろまで 300 トン以上の水
揚げを維持していたが、以後、徐々に漁獲量が
減少し、2016 年は 137 トンとなっている。
一方、内水面養殖業は、1975 年にマス類が
124 トン、ウナギ 125 トン、総計約 252 トンと
なっている。養殖業の方は、総生産量で見る
と 1980 年に 612 トンをピークにして、徐々に
減少している。特にマス類は、1974 年から年
産 100 トンを超えて生産するようになり、1977
年に 201 トンを記録する。その後 1998 年まで
の 25 年間の平均生産量が 136 トンとなってい
る。ところが 1999 年に 83 トンの生産量に減じ
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始めたのを皮切りに、2007 年には 50 トンを下
回り、2013 年には 13 トン、翌 2014 年は 6トン、
2015 年に 10 トン、2016 年に 8トンと急激に生
産量を減じさせている。
愛媛県における漁業就業構造についてみてみ
る。愛媛県農林水産統計による県内年齢階層
別漁業就業者数は、2016 年現在、15～39 歳が
531 名（同年構成比 8.7％）、40～59 歳が 1,681
名（27.6％）、60 歳以上が 3,868 名（63.6％）、
全体で 6,843 名となっている。10 年前の 2006
年は 15～39 歳が 1,066 名（構成比 11.6％）、40
～59 歳が 3,744 名（40.8％）、60 歳以上が 4,356
名（47.5％）、全体で 11,050 名となっており、
就業者数の大幅な減少と、高齢化が著しい。こ
のうち愛媛県南部（南予地域）の 2016 年現在
の就業構造は、15～39 歳が 234 名（同年構成
比 7.8％）、40～59 歳が 810 名（26.9％）、60 歳
以上が 1,972 名（65.4％）、全体で 3,386 名となっ
ている。同様に 10 年前の 2006 年と比較してみ
ると 15～39 歳が 600 名（構成比 11.9％）、40～
59 歳が 2,440 名（48.6％）、60 歳以上が 1,984 名
（39.5％）、全体で 5,926 名となっているのだが、
2006 年当時の階層別構成比として 40～59 歳の
階層が中核的な存在だったことが分かる。しか
しながら 2016 年現在では、南予地域において
も県内の状況と同様に、40～59 歳の階層が急
減するとともに 60 歳以上が 6割を超える状況
になっており、若手の担い手不足と高齢化が著
しい状況にある。
内水面漁業の従事者についてみてみる。2013
年の愛媛県農林水産統計年報によると、内水面
漁業の従事者数は、合計 130 人であり、うち男
性が 90 人、女性が 40 人となっている。内訳と
しては家族が 61 人、雇用者が 69 人であった。
2008 年時点の雇用者が 24 人に対し、2013 年
には 69 人となっており、5 年間で約 3 倍に増
加したことになる。中でも年齢別の従事者数を
2008 年と 2013 年で比較すると、60 歳以上の従
事者が 15 人増加の 47 人となる一方で、30～39

歳の階層が 15 人増の 26 人、40～49 歳の階層
が 7人増の 10 人と、比較的若年層の雇用が増
加している 4）。

2）愛南町の地理的概要と水産業

愛媛県最南端に位置する愛南町は、人口約 2
万 2千人（2015 年国勢調査）、豊後水道に面し、
リアス式海岸を有する自然環境に恵まれた地域
である。愛南町北部には、四国山脈から分岐し
た篠山支脈があり、ここから発する僧都川の流
域に平野部が開け市街地が形成されている。ま
た、西海地域の海岸部は「足摺宇和海国立公園」
に指定され、水産業や観光業が主要産業として
営まれている。
愛南町の水産業は、カツオの水揚げで全国的
に知られているだけでなく、マダイやブリ、真
珠などの海面養殖業も盛んで、多くの養殖生簀
が並んでいる 5）。愛媛県は養殖マダイ生産量全
国 1位であり、そのうちの約 30％は愛南町に
て生産される。同町の海面養殖は盛んだが、内
水面漁業は、本論で取り上げる僧都川上流部の
養鱒場のみであり、山出（やまいだし）温泉の
来訪客に細々と川魚のアマゴとして供出してい
ただけの零細事業だった。ところが近年のご当
地サーモンの隆盛とともに注目されはじめた。
そのきっかけは、愛南漁協・青年部が試験とし
てサツキマス養殖に取り組み始めたことにあ
る。これにより本格的にアマゴ養殖事業に取り
組み始めた。

3．障がい者福祉と水産業

1）養鱒業に参入した背景

愛南町で唯一営まれている養鱒場は僧都川上
流域の山出（やまいだし）地区に位置する。約
40 年前からアマゴのみの養殖が行われていた
が、2014 年に前経営者が高齢を理由に引退し
た。長年続いてきたアマゴ養殖事業を絶やすの
は惜しいということもあり、NPO法人「ハー
ト in ハートなんぐん市場」（以下、同法人）が



－146－ －147－

障害者福祉と内水面漁業の連携

施設を借り事業を受け継ぐことになった。同法
人に関しては、2006 年に設立され、職能開発・
雇用拡充、地域創生を活動分野としている。障
がいを抱える者や地域住民の自立および社会参
加に関する事業、ソーシャルインクルージョ
ン 6）の観点から地域で共に働けるまちづくり
を目指す活動を通し、愛南町での地域福祉の向
上を目的とした法人である 7）。同法人では、経
済事業として愛南町内で柑橘、椎茸、アボカド
の生産や、農作業等の受託、観葉植物等のレン
タル事業などを行っており、それらの事業の一
つとしてアマゴ養殖が行われている。同法人で
行われている就労支援は、就労継続支援 A 型
事業 8）として行われており、正式な雇用契約
を結び給料を受け取りながら施設を利用し、一
般就労を目指している。

アマゴ養殖に関して、現在は生簀 14 基、約
5 万尾を生産している。この養鱒場の上流側に
ある「観音水」と呼び親しまれる湧水を利用し
養殖している。この湧水は年間を通して水温
が 14 度であり、アマゴの安定した成長を支え
ている。毎年、12 月中旬に孵化したアマゴは、
翌年 6 月あたりから受注にあわせアマゴとして
出荷が行われる。また 8 月には、海面にて養殖
を行うサツキマスにする銀毛と呼ばれる姿に
なったアマゴを選別する作業が行われ、1 月に
愛南漁協に出荷される。その後 11 月に親魚と
して選抜したアマゴから採卵を行い翌年の種苗
を生産する一貫生産が行われている 9）。同養鱒
場から愛南漁協にアマゴが出荷される際は、漁
協職員や大学関係者も総出で作業を行う。

2）養鱒業における就労支援

養鱒場での従事者は、知的障がいや精神障が
いを抱えている。この養鱒場の管理と指導を行
なっている T 氏は 30 代男性であり作業療法士
である。同氏は、応用動作と社会適応のための
能力回復を心と身体の両面から支援している
が、地域にある産物との繋がりを作りながら従

事者にアプローチを行なっている。T 氏または
作業内容の指示を受けた施設のスタッフが従事
者を毎朝、養鱒場まで送迎を行い一日の作業が
始まる。その日ごとに作業内容が異なるが主に

「魚の選別」「生簀の掃除」「作業用具の整備」「出
荷」「餌やり」が主な勤務となっている。これ
らの作業の中から、従事者の特性に応じて T
氏が判断し指示を行う。また定期的にヒアリン
グを行い、心身の状態を把握しそれに合わせ業
務の選択、変更を行う。同法人はアマゴ養殖事
業に取り組み始めて 4 年になるが、経年的な能
力向上がみられ T 氏またはスタッフの介入が
減少してきているという。現在では、この養鱒
場の持つ課題として、アマゴ生産の安定化や効
率化、拡大を図ることと施設自体の老朽化もあ
り、それらの解決に向けた作業も増えている。

養鱒専業によるアマゴの売り上げは年間約
300 万円である。アマゴの主な出荷先は漁連等
と、愛南漁協への新規養殖魚サツキマスの種苗
としての売り上げである。作業療法士の T 氏
はそもそも、水産業との関わりは皆無で、上記
の取引については新規の販路となる。この養
鱒場を以前営んでいた方の助言や同町内で海面
養殖を営みサツキマス開発を行っている養殖業
者の支援を受けながら年々生産量を拡大してい
る。

3）就労支援の利用者の反応

同法人の利用者は、当養鱒場だけでなく他の
施設（椎茸栽培や柑橘栽培）の現場でも作業を
行っている。同法人には、知的障がい者が 8 名、
精神障がい者 20 名が在籍し、就業支援を受け
ている。養鱒場には、うち 2 名が専属で勤務
し、この養鱒場を引き継いだ当初から勤務して
いる。以下では、障がい者が就労支援により水
産業に携わったことに対し、就業したことによ
る心境の変化等の利用者と業種のマッチングが
機能しているかヒアリング結果をみていく。

ヒアリングを依頼したのは S 氏、Y 氏である。
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両氏は主に 8 時 30 分から 12 時 30 分の午前中
勤務であり、以前同法人が管理運営する他の作
業場で勤務していたが、アマゴ養殖を始めるに
あたり、声を掛けられたのが就業のきっかけで
ある。

Y 氏は 40 代の男性であり、地元高校卒業後
鶏卵センター等で勤務をしていた。しかし身体
の不調と鬱病により同法人の就労支援として柑
橘栽培を主に行っていた。同氏は水産業に携わ
ることで心境や就労に対する変化について、特
段の成果は得られていないようだが、養殖に携
わる作業自体に問題は見られなかった。また症
状が重く出勤日数も週に 2～3 日と少なかった。

一方の S 氏は 30 代の男性であり、地元高校
を卒業後園芸や警備員の職に就いていた。精神
的な障がいにより通常勤務が困難となり同法人
の就労支援を受け始めた。水産業に関心があり、
以前は農業の分野において支援を受けていた
が、魚類養殖を行えるということで勤務地を変
えている。仕事に関する内容を質問しても、「生
物が好きで水産業に興味がありやりがいを感じ
ている」と非常に前向きな返答が受けとれた。
この養鱒場での仕事に非常にやりがいを感じ、
自身が作業に工夫を凝らしている。支援を受け
るという受動的ではない能動的な様子がみられ
た。S 氏は支援を受け、ゆくゆくは海面養殖業
に携わることを目標としており、福祉と水産業
のマッチングが機能していると見受けられた。

4．「水産業の担い手不足の解消」と「新たな福

祉事業としての水産業」に向けた連携のあり方

廃業危機にあった養鱒場は、福祉事業者の出
現により事業継続が可能となった。一方の福祉
事業者にとっては、職種・作業の領域を広げら
れるとともに、利用者の選択肢の多様化につな
げられている。本事例をもとに水産業と福祉が
連携していくために必要な要因について以下で
検証していく。

養鱒場における福祉事業者の参入に関して

は、従事する場所が山腹にある養鱒場が陸上・
内水面養殖業という物理的・環境的要因が大き
い。海面漁業や海面養殖業であれば、当然のこ
とながら海上での作業活動になる。漁業であれ
ば船上での作業であり、養殖業は船上や生簀な
どでの作業になる。足場は海水で濡れ、船上の
狭く不安定な場所を柔軟に動き回り且つ目的の
作業をこなす行為は、健常者でもそれ相応の経
験を積まなければならず、危険を伴うものであ
る。当養鱒場は、生簀の水深 1 m 程度の浅い
ものであり、胴長の着用によって難なく身動き
がとれ、作業も容易になる環境がある。海上作
業に比べれば安全面の確保が参入障壁を下げて
いると言えよう。

この養鱒場で就労支援を受けているのは、知
的障がい者と精神障がい者であり、身体的機能
には不自由がない状態で、飼料の投与量、時間
等を指示するなど作業内容の工夫により問題な

図 2　山出養鱒場での出荷風景（筆者撮影）

図 1　山出養鱒場の生簀（筆者撮影）
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く作業を遂行できる。
同法人が養鱒場を引き継げたことは、施設整
備としての初期投資がほとんど不要だったこと
もあり、経営上の大きなプラスになっている。
一般的に農福連携の事業として農業を営む福祉
事業所のほとんどは、農業の基礎となる土壌づ
くりとしての基盤整備、種苗の導入費用、灌漑
設備などの初期投資が大きな負担となっている
だけでなく、ランニングコストも当然かかって
くる。また一定の収穫が見込めるまでは、費用
の回収が難しいことを意味する。したがって、
初期投資としての費用ならびにランニングコス
トは、農作物などの生産品の売上げや就労継続
支援A型の訓練等給付費収入を充てて運営す
ることになる。同法人は、アマゴ養殖の他に、
柑橘やアボカド、原木椎茸栽培を行っているが、
農業分野での初期投資の負担が大きかったよう
である。
アマゴ養殖に関しては、養鱒場を引き継いだ
際に放養しているアマゴも抱き合わせで移譲さ
れた。これは、移譲されたアマゴが親魚となり、
採卵し新しい種苗を得られることとなり、種苗
関連費用の削減につながった。また鱒類は、そ
もそも飼料代を低く抑えることが可能な魚種
で、ランニングコストを低く抑えられることで
通常の新規事業として比較的容易に参入できた
と考えられる。
とはいえ、養殖業に初めて参入した同法人と
しては、養殖技術の習得が機会費用として発生
することになる。この点については、愛南町と
いう環境が同法人のアマゴ養殖事業を支えた。
具体的には、同法人が養鱒場を引き継いだ時期
と前後する形で、愛南町、愛南漁協、愛媛大学、
養殖業者の連携でサツキマス創出プロジェクト
が発足した。
サツキマス養殖を推進する同プロジェクト
は、種苗としてアマゴを安定的に供給できる体
制が必須となった。したがって必然的に同プロ
ジェクトが、同法人のアマゴ養殖事業の充実し

た指導やサポートを行った。同法人はアマゴ養
殖に関する先進地視察、給餌管理、最適な飼育
方法などを知識・ノウハウを得ることとなり、
短期間で生産技術を向上させることができた。
同法人のアマゴ養殖事業に関しては、施設整
備に関する初期費用、アマゴ養殖にかかる飼料
費、飼育方法などのノウハウに関連する機会費
用などがうまく連動したこともあげられる。そ
れゆえ、初期費用を低く抑えつつ、施設の維持
管理費・人件費などへの選択と集中ができたこ
とが同法人のアマゴ養殖事業を継続できた要因
である。もちろんサケ・マス類の生産養殖技術
に関しては、古来より養殖されてきたこともあ
り学術論文や指南書、ノウハウなど、他の養殖
魚類よりは知識の習得は容易と言えよう。
一方で同法人のアマゴ養殖事業には、問題点
や改善点もある。水産業に対して障がいを抱え
る者が新たな従事者として雇用ができたという
事実については、福祉分野における職種の多様
化の形を提示できたといえよう。しかし、同法
人としてのアマゴ養殖事業を自立した経営に
なっているかと言えば、まだ発展途上であるこ
とが課題として指摘できる。先述したように同
法人は、就労継続支援A型としてアマゴ養殖
事業の他に農業なども行っており、本来ならば
これらの事業で得た収入から、就労支援の利用
者に対して、最低賃金以上の賃金が支払われる
必要がある。現在、同法人の年間の事業収益
は、約 1300 万円となっているが、利用者へ支
払うべき賃金全てを事業売上高でまかなうには
約 1800 万円が必要となり、約 500 万円ほどの
赤字となっている。現状では、赤字となってい
る部分を自立訓練、就労以降支援、就労継続支
援、共同生活援助を受けたときに支給される訓
練等給付費で補てんし、同法人の経営を成立さ
せている状況にある 10）。
このような経営上の問題は、就労支援を行う
多くの事業所が活動初期に共通して直面する現
象でもある。ただし、赤字となる要因が初期費
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用の大きさに起因することもあり、事業自体を
うまく進めることによって数年後には収支バラ
ンスを正常化できよう。同法人のアマゴ養殖事
業は、徐々にではあるが売上高が増加傾向にあ
り、このような状況が続けば収支状況を正常化
し、自立した経営が見込める。

障がい者の就労支援をしている NPO 法人で
ある以上、慈善事業でも無償ボランティアでも
なく、経営体としての事業利益も健全に追求し
ていかなければならない。つまり、アマゴの出
荷による売上げが収入として確保されているこ
と重要な点と言えよう。その点では、サツキマ
ス養殖プロジェクトが稼働し、出荷・販売が実
現している現状から、今後同法人のアマゴ養殖
事業に更なる発展が期待できる。

今後、水産業の担い手不足解消に向け福祉事
業の導入に関しては、利用者の安全確保への対
応が大前提であることはいうまでもない。水産
業を担う経営体が、障がい者等と直接雇用を結
ぶ際は、利用者の安全確保に大きく着目し就業
してもらう必要があり、福祉事業所の仲介を受
ける場合でも最低限この点は両者把握する必要
があると考えられる。また同法人のような「福
祉」分野から水産分野への参入は、異業種参入
という視点で見れば、制度的な支援だけではな
く、技術支援や組織的なサポートが極めて重要
になる。

5．おわりに

本論では、漁業経営者の高齢化により幕を閉
じようとしていた養鱒場を受け継いだ障がい者
の就労支援を行う団体を事例として、漁業経営
体の減少や、就労者の高齢化等由来の担い手不
足解消に向けた方向性の検討や水福連携に関す
る可能性について評価を行った。

福祉分野において障がい者の就労支援や社会
復帰を行う場として農作業や園芸業に取り組む
農福連携のような活動が、水産分野でも確認で
きたことは成果の一つと言えよう。同法人が、

障がい者が住みやすい住環境の整備、就労支援
事業の多様化を目的として水産業に参入し、従
事者の心境や症状に良い変化を与えていた。

福祉分野という異業種が、水産分野に参入し、
事業を継続できたのは、各者の自助努力もさる
ことながら、さまざまな関係者による協働の意
識によるところが大きい。この関係性こそが、
水福連携を成立に導いた基盤ともいえよう。

小規模作業所、従来型福祉事業のみではな
く、就業場の多様化を求める障がい者の就労支
援が、愛南町における同法人の分析を通じて成
立していたことは、水産業の担い手不足解消だ
けではなく、農福連携と双翼を担う活動になる
ことが期待される。

本事例のように NPO 法人は一般の営利企業
とは異なり社会や地域の問題に直接的に取り組
む経営体が多い。課題解決に向け民間の自由な
発想を活かしながら活動するとともに、新たな
領域への進出には、さまざまな関係者との協働
が欠かせないことも明らかである。本事例は、
水福連携の事例としては萌芽的な位置づけには
なるが、新たな取り組みの一つとして今後水産
業と福祉事業のマッチングを試みるうえでのモ
デルの一つになるといえよう。今後、他の事例
の調査、また町や県の福祉・産業施策とのリン
クや政策面の調査も行っていくことで未来志向
の地域水産業の形として今後も検討していきた
い。

注

  1） 『水産基本計画』（2018 年 4 月）p.8.
  2） 「障害」という言葉について、「害悪」等の負

の印象がある「害」の字が使われることに差
別感や不快感を持つ方の心情に配慮し、ひら
がな表記や「碍」が使用されることがあり、
これは長年議論が続いている。本論では「障
がい」と統一し表記する。

  3） 木下一雄「精神障害者の就労支援に関する一
考察」、『名寄市立大学コミュニティケア教育研
究センター　年報』第 1 号、2017 年、pp.51-53.
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年愛媛農林水産統計年報』、pp.192-193.

  5） 森優輝「愛媛県における「ご当地サーモン創出」
と地域水産業の活性化」、『地域漁業研究』、第
57 巻、第 2 号、2017 年 p.30.

  6） ソーシャルインクルージョンとは「社会的包
容力などと訳され障がい者らを社会から隔離
排除するのではなく、社会の中で共に助け合っ
て生きていこうという考え方である。

  7） 長野敏宏「障害者支援活動から“生業”づく
りの挑戦へ」、『保健師ジャーナル』、第 70 巻、
第 4 号、2014 年、pp.301-306.

  8） 就労継続支援 A 型は障害者総合支援法（旧 障
害者自立支援法）に定められた就労支援事業

の一つであり、一般企業への就職が困難な障
がい者に就労機会を提供するとともに、生産
活動を通じて、その知識と能力の向上に必要
な訓練などの「雇用型」の障がい福祉サービ
スである。

  9） 武田牧子「障害者の働く広場は、地域づくり
から」、『障害者と雇用、働く広場』、2018 年、p.22.

10） 指定基準 192 条第 2 項「指定就労継続支援Ａ
型事業者は、生産活動に係る事業の収入から
生産活動に係る事業に必要な経費を控除した
額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の
総額以上となるようにしなければならない。」
と定められており、これを満たすように経営
を行う必要がある。


